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1990年代 以 降 、 国 際社 会 で は 、乳 幼 児期 の発 達 と学習 が初 等 教 育 を含 む そ の後 の人 生 の経 験 や 生





そ こで本稿 では、近年 の国際情勢 の変化 のなかで、乳幼児期の発達 と学習に関す る政策対応がな
ぜ重視 され るよ うになってきたのか、その意義 は どの よ うに認識 され てい るのか、また乳幼児の教
育 ・福祉 ・健康政策 に関す る各 国の動 向お よび課題 について、OECD(経済開発協力機構)の報告 を
も とに検討 したい。OECDは、先進諸国の間で0歳 か ら就学前の了 どもの発 達 と学習の支援 が どの
よ うに行 われ てい るか、1990年代 後 半か ら2000年代初頭 にか けて、大規模 な実 態調査 を行 い、
"StartingStrong"(2001)、"StartingStrongII"(2006)で、その比較分析 と政策提言 を行 ってい る。特 に
OECDが各種デー タをもとに抽出 した先進国共通 の課題 と、課題解決 に貢献 し得 る として紹介 した
先駆的な取 り組みの数 々は、各国の政策 関係者 に大 きな反響 をもた らした。したがって、以下では、
乳幼児期 に関す る政策調整の場 にEC、ECD、ECCE、ECECの概念 が登場 してきた社会的背景、そ
れ らの概 念 と 日本 の既存の概念 との共通点 と相違点 、OECDの実施 した国際調査 の 目的 と方法論 、
実証分析 の概要、 さらにOECDが 目指す政策理念 と戦 略についての解 明を試 みたい。
1.EC、ECD、ECCE、ECECの 訳 語
国際社会 で議論 され てい るEC、ECD、ECCE、ECECとは、 日本語 ではおおまかに どの よ うな概
念 として捉 え られ るだろ うか。発 達心理学では一般 に、EarlyChildhoodは「幼児期」を意味 し、「お
よそ2歳 か ら6歳 ごろまで」(1)、あるい は 「出生 時よ り就 学前 を さす場合 もあるが、一般 的には1
歳 か ら1歳 半頃の2足 歩行 と有意味言語 の出現期か ら就学前までを さす ことが多い」(2)とされ る。
しか し、例 えばUNESCOの解釈 によれば、ECは ライフサイ クル の早期の段 階である幼児期 を特定
す るものではない とされ る。またECは 、基礎教育や初等教育の よ うにその内容や方法についてあ
る一定の共通理解 が成立 している概念 とは異 な り、ECが付 く用語 は、様々な 目的、教育学的実践、
サ0ビ ス形態 を含意 し、 さらに個人 が属す る社会 ・経 済的地位 の違 いに応 じて も変化 し、幅広い意
味を持つ ものだ とされ る。同様 に、EarlyChildhoodDevelopmentも一律 には把握 し難い概念 であ り、
それは認知発達だけではな く、身体面、情緒面、社会性 の発達に も留意 した全体的なアプ ローチで
あることを強調す る用語 であ り、CareやEducationの社会的行為や過程 ではな く、「丸 ごと子 どもそ
のもの」に焦点 をあて ることが意図 され てい る語だ と定義 されてい る(3)。なお 、教育開発 の専 門家
は、ECDを、 「原義的に乳幼児期 のケア と教育 の両側面か ら子 どもの多面的発 育 を統合 的に扱 う活
動」ではあるが、直訳 の 「乳幼児期 の発 達」では 「それ が途上国にお ける開発努力の一領域 を示 し
てい ることがわか り難 い」ため、 日本語では 「乳幼児 開発」 と翻訳す る(4)。
一方、EarlyChildhoodに対す るCare(「注意」「関心」「世話」「保護」「監督」(5))とEducation(「教
育」)を併記するEarlyChildhoodCareandEducation、あるい はCareよりもEducationに優先 的価値
を置 くEarlyChildhoodEducationandCare(6)については解釈が分 かれ る。例 えば、日本 の 「保育」、「幼
児教育」の概念 を英語表記す る際は従来、ECCEやECECとい う用語 が用い られ ることが非常 に多
く、 日本保育学会は、英語での正式名称 をJapanSocietyofEarlyChildhoodCareandEducationとし
てい る(7)。しか し、ECCEやECECは、比較教育学 の一部では 「早期幼児期教 育」とい う訳語 が(8)、
また国際教育協力の分野 では 「就学前保 育 ・幼児教育」、 「乳幼児 のケアお よび教育」 とい う訳語が
あて られるな ど(9)、引用者 に よって異なる解釈の もとでの訳語 がみ られ る。
後述するよ うに、 日本の 「保育」「幼児教育」の概念 は、子育てに対す る 日本 固有の長 い伝統や幼
稚 園 ・託児所 ・保育所 とい う制度の複雑 な発展過程 を反 映 しなが ら形成 されてお り、現在 も 「保 育」
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「幼児教 育」 は文脈 に応 じて様 々な使い分けがな されている。 したがって、今 日国際間で使用 され
るECCE、ECECとは、その成 立の背景や含意す るものが異な ると考 え られ、両者 を単純 に同一の
概念 と理解 していいか どうか慎重 を期す る。 また、EarlyChildhoodを「早期幼児期」や 「就学前」
の段階 と限定 して捉 えるこ とは可能 か どうか、学際的な議論 を要す る ところだろ う。 さらに、Care
を 「ケア」 とカ タカナ表記で直訳 し、2000年以降の 日本の高齢者福祉の政策 ・実践において 「介護」
や 「看護」の意味合いが強調 され る傾 向にある用語(10)を、あえて幼児期 における人間形成 の営為に
も用い ることの是非や 、CareandEducationを「ケア」 と 「教育」 とい う二つの機能 に分断 し、and
でつながる両者の関係 を、 「と」や 「も」や 「かつ」 ではな く、 「および」 とい う接続詞 で表現す る
ことの妥当性 について も、検証 を待つ必要があるだ ろ う。 この よ うに、現状ではECCE、ECECに
直接対応す る適 当な 日本語が見当た らない といえる。よって本稿では、ECCE、ECECは原語 のまま
使用 し、同 じく 日本語 として端 的に表現す るこ との難 しいCareについても英語表記 とす る。(なお、
教育以外 に含意す るものが特にないEducationについても、本稿 の引用部分 でCareと対置 させ られ
てい る場合 のみ、形式 的にEducationと表記 したい。)
2.生涯学習の基礎段階としてのECECへの着眼
近年、EC、ECD、ECCE、ECECに対す る国際的な関心が高まってきた背景のひ とつには、途上
国に対す る教育協力の方針転換 がある。1989年に国連総会 で 「了 どもの権利条約」採択 を受 けた翌
1990年、UNESCO・UNICEF・世界銀行 ・国連 開発計画主催で 「万人 のための教育世界会議」が開催
され、「ジ ョムテ ィエ ン宣言 一基礎 的な学習のニーズ を満 たす 一」が決議 され た。そ こでは 「基礎教
育」の概念 が拡張 され 、「学習 は誕生時か ら始ま る」 として、ECCEの重要性 が強 く認識 され ること
となった。 さらに2000年には、「万人のための教育」のその後 の展開の方 向性 を示す 「ダカール行動
のための枠組み」が採択 され、その 目標 の筆頭 に 「最 も恵 まれない子 どもたちに特 に配慮を行 った、
総合的なECCE(※文部科学省 ・外務省 の訳 では、就 学前保育 ・教育)の 拡大 と改善 を図る」が挙
げ られ、2001年以降、途上国に対す るECCE分野での国際教育協力 が本格化 してい く(11)。
一方、先進 国内に顕在す る教育機会の不均衡 と質的偏差 を問題視す るOECDは 、 「生涯学習の実
現」 とい う観点か ら、1996年以降、ECEC分野 の政策対応 を模索 してきてい る。OECDは、民主主
義 と市場経済 を原則 とす る30力国の先進諸国が集ま る唯一 の国際機 関であ り、 「経 済成長」 「開発 途
上 国援助」 「多角的な 自由貿易 の拡大」に貢献す るために1961年に設 立 され た。OECDは 、政治 ・
軍事 を除き、経済 ・社会のあ らゆる分野 の問題 を取 り上 げ、研究 ・分析 し、政策提言 を行 ってい る。
OECDは、相互依存が高ま りつつある国際社会 において、加 盟国が諸政策について 自由な協議 を行
い、国際的公正 さについて共通の認識 を醸成 し、「政策調整 を図 る場 を提供 」してい る点が大 きな特
徴 である。衆知の通 りOECDは 、加盟各 国の教育政策 について各種データに基づき比較 ・検討 し、
先進国共通 の課題 を提示す るとともに、課題解決のための優れた実績 を紹介す るこ とに よ り、教育
による社会 的格差の是正 を 目指 そ うとしている(12)。
OECDは1973年以降、先進諸国にお ける生涯学習の振興 を主要な政策課題 のひ とつ に置き、 リカ
レン ト教 育す なわち社会人のための再教育の推進 を提 唱 してきた。 しか し、その生涯学習戦略は、
1996年を境 に方向転換 を迫 られる。その背景 には、共産 主義政権崩壊後の グローバ リズムの進行、
市場の拡大 による経済活動の活発化、国境 を超 えた人 ・もの ・サー ビス ・資金 の移動、情報技術の
革新な ど、先進諸国にお ける産業 ・社会構造 の急速な変化 に対応 できる能力を備 えた労働力 の育成
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と生産性 の向上が大きな課題 とな り、 旧来の教育理念や方法では対応 しきれな くなった とい う事情
がある。1996年に開催 された加盟 国教育大臣会合 では、21世紀 の教育改革 の 目標 として、「万人のた
めの生涯学習 の実現」(LifelongLearningForAll;MeetingoftheEducationCommitteeatMinisterial
Leve1,16-17January1996)を唱えた共同宣言 が採択 され、生涯教育の概念が刷新 され ることとなる。
つ ま り、持続可能な社会 の開発及び連帯に向け、生涯 学習 の概 念は、 リカ レン ト教育や職業訓練に
とどま らず 、人生のすべての段 階において生活 のあ らゆる面で展開 され る学習 を包括す るもの とさ
れ、時代 の変化 に即応す る新 しい知識 と技能 の習得、および学習者 の視点にたち、学習の成果だ け
でな く学習 の動機や意欲、学習過程 で経験す る喜びや充足感 ・達成感、それに付随す る地域 の活性
化や他者理解 に重点が置 かれ ることとなった㈹ 。
この1996年のOECD「万人のための生涯 学習 の実現」の共同宣言 では、各国の教育大臣が 「生涯
学習の基礎 を強固にす る」ための 「ECECへのアクセスの拡充 と質 の改善」を高い優 先課題 とす る
こと、早期 か らの教育格差 の是正 に向け、特 に不利 な養育環境 にあ る了 どものECECへのアクセス
の改善を喫緊 の課題 とす ることに同意 し(14)、また一連 の生涯学習の進捗状況を把握す る一手段 とし
て、ECECのテ0マ 別研究が企 図 された(15)。したがって本稿 で紹介す るOECDの"StartingStrong"と
い うタイ トル には、生涯教育の出発点 として 「人生の始 ま りこそ力 強 く」とい うOECDの生涯教育
戦略が明示 されている ことがわかるだ ろ う。
ところで、OECDと共 に生涯教育概念の構想 とその世界的な展開に大 きな役割 を果た してきてい
るUNESCOは、1993年に 「21世紀教育 国際委員会」を立ち上 げ、1996年には生涯学習の教 育政策形
成 の指針 となる 『学習:秘め られた宝』("Learning:TheTreasureWithin"通称 『ドロール レポー ト』)
を発表 している。OECDが 「万人のための生涯学習の実現」 を提唱 したま さ しく1996年に出 された
『学習:秘められ た宝』は、生涯学習 こそが21世紀へ の枢 要な鍵 であるとして、生涯学習の四本柱 、
す なわち 「知 ることを学ぶ」(Learningtoknow)、「為す ことを学ぶ」(Learningtodo)、「共に生 きる
ことを学ぶ」(Learningtolivewith)、「人間 として生 きることを学ぶ」(Learningtobe)の理念 を
掲 げた㈹ 。なかでも最 も重視 されたのは、「共 に生きることを学ぶ」であ り、 「他者 とその歴 史、伝
統、価値観 な どに対す る理解 の増進 とそれに基づいた相互依存の高ま りの認識 と将来の危機や諸問
題 に対す る共通の分析 に支 えられ て、人々が協力 して、不可避 な摩擦 を知性 と平和的な秩序 で解 決
できるよ うな新たな精神 を創 造す る」 ことが 目指 された(17)。
ここで注 目したいのは、UNESCOの 「共 に生 きることを学ぶ」 とい う 「ユー トピア的発想」(18)
は、OECDのECEC政策理念 と戦略の中軸 でもあるとい う点である(19)。その ことについては本稿の
末尾でふれ たい。 とい うのもOECDに 対 しては、 「自由貿易 と競争 を重視す る新 自由主義 をいかに
して最 も効率的 に推 し進 めるか とい う技術 的な関心が支配的」で、「教育 を人的資本形成 の手段 とし
て捉 える傾 向、教育 を経済成長の動 因 とみなす考 え方」が強い とい う批判 があるか らである(20)。後
述す る通 り、OECDがECECの政策対応へ積極的な関心 を示す よ うになった背景 には、子 どもの貧
困削減 、マイ ノ リテ ィの子 どもの社会的イ ンクルージ ョン、出生率の増加 、女性 の就労促進 とジェ
ンダーの公正 の両立な どの今 日的課題 に対す る解決策 として、ECECへの投資 が経済的に も教育的
にも有効 である との研究成果が出 されてい ることと無関係 ではない(21)。しか し、OECDの生涯学習
構想 に基づ いたECEC政策理念 と戦略 は、経済成長 のための人 間開発 に留 まるものではな く、その
効果が統計 的に実証 され たものであって も貧 困層 に特化 した補償教育 のあ り方や認知発達 に重点 を
置 く就学前準備教育 を全面的に支持す るわ けではないこ とは、報告書 を精査すればわかる。OECD
は、万人が、生涯の全過程 を通 じ、平等かつ公正 に開かれ た学習機会 によって主体的な人 間形成 を
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図ることを願い、その基礎段階 としてECECを重視 しているこ とを念頭 に置 く必要 がある。
3.OECDのECEC概 念 と 日本 の 「保 育 」概 念
次 にOECDに よ るECECの 定義 を 明確 に してみ よ う。参 考 ま で に 、OECDとは対 照 的 にEducation
で はな くCareを前 面 に置 くUNESCOのECCE概 念 の 日本 語 で の定 義 を、 『EFAGlobalMonitoring
Report2007』翻 訳 版 か ら見て み よ う。 そ こで は 、UNESCOの 「ECCEはフォ ー マル 、 イ ンフ ォー マ
ル 、 ノ ンフ ォー マル す べ ての環 境 で の誕 生 か ら初 等 教 育就 学 ま で の子 どもの 生存 、成長 、発 達 、 学
習一 一健 康 、栄養 や 衛 生 、感 情 的発 達 を含 む一 を指 す。ECECの プ ログ ラム は 、保護 者 を対 象 と し
た プ ロ グラ ム か らコ ミュ ニテ ィにお け る了 ど ものケ ア 、施 設 で の保 育 、 フォ ーマ ル な就 学前 教 育 、
そ して しば しば学校 に至 るま で 、非 常 に幅広 い取 り組 み を包含 して い る。 プ ログ ラム は 一般 的 には
次 の2つ の年 齢 層 を対 象 と して い る;①3歳 以 下 の了 ども、②3歳 か ら初 等 教 育就 学前 まで(通 常 は
6歳 ま で だ が、 例外 を な くす た め に8歳 ま で を も含 め てお く)」 と訳 され る(22)。
一 方
、OECDは"StartingStrong"(2001)および 、"StartingStrong"(2006)の用 語解 説 にお い てECEC
を下 記 の よ うに定義 す る。 両者 に共 通 す るの は 、ECECを 「施設 の編 成 、財 源 、 開所 時 間 、 プ ロ グ
ラ ム内容 を 問 わず 、義 務 教 育年 齢 に達 す る前 の子 どもた ち のCareとEducationを提 供 す るす べ て の
制 度 ・施 設 を包 括 す る用語 で あ る」 とす る点 で あ る(23)。た だ し、2001年度 版 で は、 「EarlyChildhood
の期 間 は 、0歳 か ら8歳 ま で」 と各 国 の義務 教 育 制 度 の違 い(24)を考 慮 して 、幅 広 く取 って い る。 こ
の よ うに 、ECECで は発 達 心理 学 の定 義 と異 な り、EarlyChildhoodの範 囲 が 出生 後 よ り学齢 前 ま で
となっ て い るた め、ECは 「乳幼 児 期 」 と訳す る方 が 妥 当 で あ ろ う。
さて 、2001年度版 で は、ECECと い う枠 組 み を設 け るの は、OECD諸 国 で 下記 の よ うな 点 につ い
て の合意 が形 成 されつ つ あ るか らだ とい う。 す なわ ち 「CareとEducationは、分 離 不 能 な一 体 的概
念 で あ り、子 どもの た め の質 の 高 いサ ー ビス は必 ず 両者 を提 供 す る もので あ る。 幾 つ か の 国 では 、
両親 が働 い てい る子 ど もの世話 をす るた め のChildCareと、子 どもの発 達 を高 め て就 学 準備 を行 う
EarlyEducation(早期 の教 育)と を区別 してい る。 が 、ChildCareとEarlyEducationの区別 は 実 際 には
不 明瞭 で あ り、Careを掲 げ る施 設 の な か に も学習 の機 会 は 多 くあ り、教 育 的 な(Educationa1)施設 で
も了 どもにCareをして い る。幾 つ か の 国 で は、この 二つ の用 語 のせ いで 、一 貫性 の ない 政策 決 定 や
サ0ビ ス供 給 につ な が るCareとEducationに二元 化 され た制 度 に基 づ い た 、縦 割 りの バ ラバ ラ なサ
ー ビス ヘ ア プ ロー チす る傾 向 が 強 ま る。そ の代 わ りにECECと い う用 語 を使 うこ とで、雇 用や 社 会 ・
経 済 的 地 位 に 関係 な く 、 す べ て の親 とす べ て の 子 ど も を 包 括 す る 政 策 とサ ー ビス に 、Careと
Educationを統合 させ た 首尾 一 貫 した ア プ ロー チ を採 る支 え とな る。 この ア プ ロー チ は また 、(Care
とEducationを結合 させ る とい う)調 整 に よ って 、Careと学 習 と社 会 的 支援 を含 む 幅 広 い 目的 を果
たす もの に な るで あ ろ う。」(25)。同様 の主 張 は 、2006年度 版 で もな され てお り、 そ こではECECの
用 語 を用 い る こ とに対 して 、 「EducationとCareを一 つ の語 句 に結 合 す る こ とで 強調 してい るの は、
幼 い 子 ど もた ちへ の サー ビス はCare、発 達 、学 習 の機i会の3つ が結 び つ い てい るべ き だ とい うこ と、
ま た幼 い子 どもた ちへ の アプ ロ0チ で はEducationとCareは分 離 され るべ きで は ない とい うこ とで
あ る。」(26)とされ てい る。
ところ で 、CareとEducationを不 可 分 の もの と して包 括 的 に捉 え るOECDのECEC概 念 は 、 日本
の 「保 育 」概 念 に近 い。 こ こで 、 日本 の 「保 育 」 とい う用 語 の歴 史 をふ りか え っ てみ よ う。
日本 に お い て、 「保 育」 とは 、明 治初 期 に考案 され た専 門用 語 で、幼 児 期 の 人 間形 成 に働 き か け る
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大人の営みの本質を学校教育 と差異化す る意 図が込め られ て造 られ た用語であ り、幼稚 園設立時に
おいて、知育 よ りも子 どもの身体 の健康や活動意欲、モラルの育成 に力点 を置 く教育構想 に基づい
て意識 的に選択 された呼称だ とい う(27)。戦前は幼稚園の営み に対 し 「保育」 とい う用語 が用い られ
ていたが、戦後は保 育所 の営みに対 して も 「保育」 と呼ばれ、現在 は、幼稚 園の 目的 を規定 した学
校教育法 と、保育所の 目的を規定 した児童福祉法 の双方において、「保育」とい う言葉が併用 されて
いる。なお、学校 教育法でい う 「保 育」は、「保護 と教育 の一体化 したもの」、児童福祉法 でい う 「保
育」は 「保護 と養 育」であると解釈 されてきた。また、学童 「保 育」 のよ うに、放課後の小学生の
活動 を意 味す る場合 に使 われ ることもある。 さらに近年 は、学校教育 との連続性 を強調 して、幼稚
園に 「幼児教育」の用語 がふ りあて られ る傾 向もでてきてい る(28)。この よ うに、 日本 では 「保 育」
とい う用語 は文脈 に応 じて様 々な使 われ方が されてい る。
ただ し冒頭 で も述べ た通 り、 日本保 育学会 に代表 され るよ うに、 「保 育」を英訳す る場合、Early
ChildhoodCareandEducationの表記 がな され るこ とが非常に多い。例 えば、 日本教育学会 で教育 に
かか わ る学術 用語 の整理 に携 わった 田中孝 彦 は、 「保 育」 の英訳 作業 が難航 し議 論 の末 、Early
ChildhoodCareandEducationになった と述べ る。その 田中は、「保 育 とい う言葉 に こめ られてきた も
の」として、「保育」の意味を歴史的に回顧 しなが ら、以下のよ うに捉 える。す なわ ち 「保育」とは、
①乳幼児期 にふ さわ しい 「人間的成長」 を保 障す るい となみ、② 「子 どもの生命 ・衛 生 ・健康 を守
る働 きかけ(養護)」と 「人間的発達 を促 す働 きかけ(教育)」の両方 を包む もの、③人々が共 同で組
織す るもので、国や 自治体の公 的責任 を重視す るもの、そ して④ 「人 間 らしく働 く」 ことと 「人間
らしく子 育てをす る」 ことを両立 させ るた めの人々の努力 と模索、 の四つ を含 む ものだ とす る(29)。
この よ うに 日本の 「保育」 とい う概念は、保育や教育の研究 ・実践 に携 わ る者 の間では、単純に
置 き換える ことが難 しい、豊 かな内容 を持っ ものである とい う認識が共有 されてい る。その意味で、
OECDのECEC概念は、 「保 育」 とい う日本語 のもとで歴史的にな されて きた、幼い子 どもの育 ち
を支 える 日本 の多様 な取 り組 みの軌跡 と重ね合 わせ ることもでき る。
ただ し、OECDがECECとい う用語 を用い るのは、政策上 におけるCareとEducationの一体化 と
一貫性 を強 く志向す るか らであ る。多 くの先進国 に見 られ るよ うな、乳幼児 に対す る 「教育」と 「福
祉 ・健康 」を管轄す る行政の分割 を克服 し、子 どもの年齢や親 の社会 ・経済的地位 に関係 な く、す
べ ての了 どもに包括 的なCareとEducationを一貫 して提供す る政策 の実現が、OECDが目指 そ うと
す るECECの方 向で ある。 したが って、ECECを日本語 の 「保 育」に安易に置 き換 えて しま うと、
幼保が二元化 されている 日本の現状 を是認 したまま不用意 に議論 を進 めてい くことにもな りかねず、
それはECECとい う 「ひ とつなが り」の用語 を用いるこ とで、制度上の様々な欠 陥を直視 し、本質
的な問題解決 を図ろ うとす るOECDの意図を正 しく理解 してい ることにはな らない(30)。
40ECD加 盟 諸 国 に お け るECECの 実 態 調 査 の 対 象 と方 法 、 分 析 結 果
一``StarヒingStrong"(2001),``StarヒingStrongII"(2006)一
前述 した通 り、OECDでは1996年開催の加盟 国教育大臣会合 「万人 のた めの生涯教育の実現」 に
おいて、乳幼児のためのプ ロジェク トが奨励 され、「ECECへのア クセスの拡充 と質 の改善」を高い
優 先課題 とす る共 同宣言 が出 され た。OECD教 育委 員会 がECEC政 策 に関す るテー マ別研 究
"StartingStrong"に着手す るのは1998年3.月か らで、第一回 目の実態調査 には、オース トラ リア、ベ
ル ギー、チェコ共和国、デ ンマーク、 フィンラン ド、イタ リア、オランダ、 ノル ウエー、ボル トガ
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ル 、 ス ウェー デ ン、 イ ギ リス 、 ア メ リカ の計12力国 が参 加 した。
ECECの調 査 結 果 は 、2001年6月に"StartingStrong"のなか で詳 し く紹 介 され てお り、各 国の 実
証 分析 を踏 ま え、ECEC政 策 の成 功 のカ ギ を握 る要 素 と して 、以 下 の8項 目の提 言 が 出 され た(31)。
1)ECEC政策の開発 と実施 に向けた体系的かっ包括 的なアプ ローチ
2)教 育制度 との強固で対等 な協力関係
3)ア クセスのためのユニバーサル なアプローチ
(特別 な支援 を必要 とす る子 どもに対す る個別 の配慮 を含 む)
4)サ ー ビス とイ ンフラに対す る相 当量 の公的投資
5)質 の改善 とその保 障のための参加型 アプ ローチ
6)す べてのECECサー ビスに従事す る職員の適切 な養成 ・研修 と労働 条件
7)デ ー タ収集 と監視 に対す る制度 的な関心
8)研 究 と評価 のた めの しっか りとした枠組 み と長期的な計画
以 下 で検 討 す る"StartingStrongII"(以下SSIIと略 す)は 、上記 の8項 目が い か に展 開 され て い
る か各 国 の動 向 を追跡 調 査 し、先進 国 のECECに 共 通 す る問題 構 造 と、そ の解 決 に 向 けた長 期 的 な
展 望 や 制 度 設 計 の 戦 略 につ い て 具 体 的 に論 じた も の で あ る。 第 二 回 目の 調 査 の 実 施 は 、"Starting
Strong"発表 の 半年 後 の2001年11Aに決 定 され 、先 の12力国 に加 えて 、 オ ー ス トリア 、カ ナ ダ、 フ
ラ ンス 、 ドイ ツ、ハ ン ガ リ0、 アイ ル ラ ン ド、韓 国 、 メ キ シ コの8力 国が新 た に参加 し、全20力国
とな った。 第 二 回 目の調 査 は2002年の8月 よ り開始 され 、2004年の冬 に終 了 してい る。
こ こで 、第 二 回 目の調 査 の対 象 と方 法 、調 査 結 果 の概 要 につ い て確 認 して お こ う。 第一 回 目 と同
様 、OECDが 調 査 対 象 とす るECECと は、 「施 設 の編 成 、財源 、 開所 時 間 、 プ ロ グ ラム 内容 を問 わ
ず 、義 務 教 育年 齢 に達 す る前 の了 どもた ち のCareとEducationを提 供 す るす べ て の制 度 ・施 設 」 で
あ った。 取 り上 げ られ たサ0ビ ス を順 に挙 げ る と、0歳 か ら義務 教 育 年 齢 ま で の乳 幼児 に対 す る、
家 庭 的 保 育(familydaycare)、施 設 型 のECEC(center-basedECEC)として 保 育 所(crさche)、幼 稚 園
(kindergarten)、プ リス ク0ル プ ロ グ ラ ム(pre-schoolprogrammes)、学 校 外 施 設(out-ofschool
provision)、放 課後 サー ビス(after-schoolcare)、3歳か ら12 ま で の子 どもが学 校 の 時 間外 で利 用
で き る ブ リ0タ イ ム サ0ビ ス(free-timeservicesforchildren)、プ レイ グル0プ(playgroup)、公 的 な就
学 前 教 育(publicpre-primaryeducation)、総合 サー ビス(comprehensiveservices)などで あ る。 また 、
ECECに 関す る制度 と しては 、乳 幼 児 の た め の教 育 ・福 祉 ・健康 の政 策 に限 らず 、 出 産 ・育 児休 暇
や 家 族支 援 政 策 な ど、子 どもを持 つ 親 や 家庭 向 けの サ0ビ ス も視 野 に入 れ て検 討 して い る(32)。
さ らに 、各 国 のECECの 実態 は下 記 の項 目に関す る情 報 を も とに、 総合 的 に把握 され た 。す なわ
ち、ECECの 所 轄 官庁 、ECECを 取 り巻 く社 会 状 況(例 え ば、 出 生率 、親 の所 得 、女性 の 労働 力 参
加 率 、 女性 の就 労形 態 、 出産休 暇 と育 児休 暇 の期 間 と有 給 ・無 給 の別 、 実 質 的 な休 暇 取得 率 、育児
手 当の 有無 と支 給額)な ど、 子 ど も と学校 に 関す る情報(6歳 未 満 の人 口、子 どもの貧 困率 、義務
教 育 開 始年 齢 、教 育 の無 償 化 開 始年 齢 な ど)、乳 幼児 向 けサ0ビ ス の形 態 と対 象 とす る年 齢 、サ0ビ
ス の供 給や 利 用 の 状況 、財 政(財 源 、助成 制 度 、就 学前 教 育 サ ー ビスお よび3歳 未満 児 の サ0ビ ス
に対 す る公 的支 出 のGDP比 と教 育 予算 比 、親 の負 担 率 な ど)、サ ー ビスの 質 に 関す る情報(監 督 官
庁 と許認 可制 度 、規 制 、職 員 の資 格 要 件 、養 成 ・訓練 ・研 修 の方 法 と内容 、職 員 の配 置 と労働 条 件 ・
給 与 、職 員 一 人 当た りの了 どもの割 合 、 カ リキ ュ ラム基 準 ・内容 ・方 法 、 質 の監 視 と評 価 の シス テ
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ム)、特別 な教育支援 を必要 とす る了 ども向けのサー ビス(障 碍児教育、低所得者層やマイノ リテ ィ
出身の子 どもに対す る教育 ・福祉支援)、ECECに対す る親や地域の参加状況 、な どであ る(33)。な
お 、これ らの点 については、各 国や 国際機 関が公式に発表す るデータ、OECD教育局が入手 した調
査デ0タ のほかに、調査参加 国の担 当官に よって提出 され たよ り詳細 な背景資料、OECDの専門家
チームが現地訪問に よって直接得 た情報な どをも とに してい る(34)。
報告書の作成は、OECD事務局のジ ョン ・ベネ ッ ト(JohnBennett)の責任 のも と、クイ ン0ズ ラン
ド技術大学のコ レッ ト・タイ ラー(ColletteTayler)を中心にな され、2006年11AにSSIIとして公表
された。SSIIの第1章 か ら第9章 の概要 は、以下 の通 りである。 なお、"SSII"は、"StartingStrong"
よ りも 「ECEC制度 のガバナ ンス」 「財政面でのアブmチ が質 に及ぼす影響」 「教育学的にみて対
照的なアプ ローチ」の3点 に、特 に焦点があて られている(35)。
第1章 では、各 国政府 が近年ECCEへの関心 を高め、投資拡大の必要性 に迫 られてい るのは、①
女性の就 労支援 による経済の持続 的な発展、② ジェンダー の公正に基づ く仕事 と了育ての両立、③
少子化 対策 、④子 どもの貧困予 防、特 に移民の子 どもの教育 ・福祉支援 、にECEC政策の展 開が有
効で あるか らだ とする。そ してEccEの公 共財=publicgoodとしての可能性 を示唆す る。
第2章 では、ECECの政策決 定 とサー ビスの分配にあた り、社会 ・労働 ・ジェンダー政策 な どと
の調整 法、中央 レベル での制度設計、主導権 をもつ監督官庁の設置 、お よび関係諸機 関 との責任 の
所在の明確化、地方分権化の意義 と課題 な ど、ECECのガバナ ンスの構築法について具体 的に検討
す る。特に、ECEC改革に向けた協働 的 ・参加型 アプ ローチの採用 を推奨す る。
第3章 では、幼児教育 と初等教育 との問の強力かつ対等 な連携 の必要性 について論 じる。特 に、
幼児が就学 時に直面す る 「移行 」の問題 に注 目し、両者 に関わ る職員 に対 して就学前教育 と初等教
育 の学習内容や方法に一貫性や継続性 をもたせ る統合 的アプローチの共有 を提案す る。 また、就学
前教育の 「学校化現象」を警告 し、学校教育 とは異な る幼児教育固有 の意義 と発達への配慮 を説 く。
第4章 では、ア クセ ス とい う概念その ものの複雑 さについて整理 した上で、家庭の収入 、親の就
労形態、障碍 の有無、特別 あるいは追加 的な教育的ニーズ、民族や言語な どの社会文化 的背景 に関
係 な く、 「親 が参加 を望む了 ども」は全 て、質の高いECECの 利用 が公正に保証 され るユニバーサ
ル なア クセ スのあ り方 について検討す る。 また、3歳 未満 の子 どもに対す る認可サ0ビ スの整備 の
必要性 、育児休暇政策 の充実、従来 の補償教育 の問題 点を指摘す る。
第5章 では、ECECサ0ビ スに対す る各国の支出状況 、資金調達 の戦略、資金供与の様式、費用
便益 を分析 し、持続 可能 で公 平なECEC制 度の支援 には相 当量 の公的投資 が不可欠 であるとす る。
特 に、 自由主義経済圏で進行中の規制緩和 と市場化、供給者サイ ドへ の助成 の抑制 と需要者サイ ド
へ の補助金給付な どがECEC政策 の展 開、サー ビスの質や管理 に どの よ うな影響 を与えるか、資金
供与の様式別 に投資効果 を多方 面か ら精査 し、各国に対 して問題 点 と今後の選択肢 を提示す る。
第6章 では、ECECの質 の定義の方法 と質基 準 ・評価 について、あ らゆる可能性 を探 る とともに、
各 国の質規制 の現状 と質改善への取 り組 みの好例 を紹介す る。また、ECECの教育学的枠組み とカ
リキュラムにお ける二つ の対照的なアプ ロ0チ 、すなわち就学前準備 のための早期か らの認知教育
の実践 と、子 どもの主体性や学習方略 を尊重 して子 どもらしい生活 を保障 しよ うとす る社会教育学
的な実践 とを比較検討す る。 さらに、質の定義 と保 証は、公的責任 の下で行 われ るべ きだが、子 ど
も 自身 ・親や家庭 ・職員 ・地域 の参加 による民主的なアプローチがよ り効果 的だ と推奨す る。
第7章 では、ECEC職員の養成 ・専門職研修 、職務 内容 、労働条件 を現状分析 し、今 日のECEC
職員 に求め られ る新 しい職業像 を示す。各 国では、質の高い職員 の育成強化 と労働条件 の公正化、
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社会的地位 の改善がECECの 質 向上に直結す ることが認識 されつつ も十分達成 されていない こと、
ジェンダーの混成や子 どもの多様 なニーズに配慮 した職員配置が今 日的課題 であることを指摘す る。
第8章 では、ECEC政策 が普及 し効果的 に実現 されてい くために、行政機i関がECEC分野 につい
て信頼できるデ0タ の収集 と継続 的なモニタ リングを組織的 に行 うことが必要 であるとす る。
第9章 では、ECEC研究 の今後の可能性について言及す る。ECECについては従来の教育学や発
達心理学に加 え、ジェンダ0や 歴史社会学 ・文化人類 学的な視点の導入、ポス トモダ ン思想 による
分析、参加観察や学際的な子 ども学研究な ど新 しい研 究の参加 に よる革新が求め られ るとす る。
5."StartingStrongH"の政 策 提 言10項 目 と そ の 概 要
以上をふ まえ、第10章 「総括 」では、考慮すべ き政策課題10項目が提示 され る。 これ ら政策提言
は、基本的に第1章 か ら第9章 までの内容 と重複 してい る。なお、OECDが政策提言 を行 う意 図は、
ガバナ ンスの視点に立って、各 国でECEC政策 に関わ る行政機 関や ステー クホル ダーが政策調整 を
図るために有用な情報 を提供する ことにあ り、特定の価値観 に基づきある方向性へ と全体 を標準化
させ よ うとす るものではない としてい る。また、政策 とは本来外側 か ら枠づけ られ るものではな く、
健全な政策 とは、国内での慎重な議論や協働 の分析 を基 に した合意形成の過程 を経て、遂行 され る
べ きものだ、 とい うのがOECDの取 ろ うとす る立場である(36)。
10項目とその概 要は以下の通 りである。紙数 の都合 で、SSII冒頭 の要約(ExecutiveSummary)部分
の翻訳紹介 に とどめたい(37)。なお()内 は、筆者 が補足説明 した部分である。
(1)乳幼児の発達 を取 り巻 く社会的な状況 に留意す ること
(2)ECEC事業 では子 どものウェル ビーイ ング、早期の発達 、学習を(目 標の)中 核 にすえるこ
と、その場合 、子 どもの主体性 と子 ども本来の学習方略を尊重す ること
(3)制度のアカ ウンタビ リテ ィ と質の保障 に必要 なガバナ ンスの構造を構築す ること
(4)すべてのECECのサ0ビ スにあ う大 まかな指針 とカ リキ ュラム基準を、ステークホルダー と
協力 して開発す ること
(5)高い質の教育 目標 を達成す ることに基礎 をおいたECECへの公 的資金の概算 を作 ること
(6)財政 ・社会 ・労働 政策 によって子 どもの貧 困 と社会か らの排除 を食 い止 め、減 らす こと
多様な学習権をもつ子 どものために、誰 もが参加できるプログラムのなかで資源 を増やす こと
(7)乳幼児のためのサー ビスに、家族や コ ミュニテ ィが参加 できるよ うに促す こと
(8)ECECに従事す る職員の労働条件 と専門職教育を改善す ること
(9)乳幼児のためのサー ビスに対 して、 自律性 を認 め、資金調達 し、支援 をす ること
(lo)ECEC制度が、幅広い学び と人・々の参加、民主主義 の実現のための支え となること
(1)乳幼児の発達 を取 り巻 く社会 的な状況に留意する こと
乳幼児のための政策の立案者 は、社会的お よび経済的 に重要な 目的一労働力の供給、ジェンダー
の機 会均等 、家庭の福祉 、(貧困層や移 民の)社 会的イ ンクル0ジ ョンな ど一に適 う方法を とった場
合 に、了 どものためのサー ビスの組織化ができる。 うま く組織化 され たサー ビスは、以下の諸施策
を推進 する。すなわち、両親 ための子育て支援、女性 のための労働機会の提供 、低所得者家庭や移
民 の家族 のコ ミュニティあるいは社会へのインクルージ ョンであ る。乳幼児 向けのサー ビスを担 当
247
す る省 は、関係 す るすべ ての機 関や地方 自治体 の担 当局、両親 が納得す るよ うな、包括 的かつ実際
的なサー ビス構想 を案 出すべきである。
(2)ECEC事業では子 どものウェル ビーイング、早期 の発達、学習を(目標の)中核 にすえる こと、
その場合 、子 どもの主体性 と子 ども本来の学習方略を尊重する こと
乳幼児 サ0ビ スの中核 とな る目標 は、子 どものウェル ビーイ ング と学習である。3歳 未満 の子 ど
ものためのサー ビスは、多 くの場合 、労働 市場政策に付 随 した もの と見な され 、乳児の発達過程が
軽視 されたままサ0ビ スがあてがわれてきた。 同 じく、3歳 か ら6歳 までの幼児教育サー ビスは、
しば しば就学前 クラスに位 置づけ られてお り、職員に対す る子 どもの数の比率が高い、幼児教育の
資格 をもたない教師が雇用 されている、学習環境 が貧 しい、養護職員 がいない等 が特徴的であった。
もっ と子 どもに焦点をあてること、幼 い子 どもに特有 の発 達課題や学習方略 に理解 を深 めることが、
多 くの国で課題であ る。
(3)制度のアカウンタ ビリテ ィと質の保障に必要なガバナ ンスの構造 を構築すること
ガバナンスの構 造(の構築)には以下の要素が不可欠 である。すなわち、幅広 く専門家の意見 を取
り入れた強力 な政策集 団、データ収集 と継続 的な監視 つま りモニタ リングを担 当す る部局、評価機
関、養成 専門機 関、視察お よび教育学的な助言 を行 う顧 問団な どである。 このよ うなガバナ ンスの
構造 における幾つかの要素は、ECEC制度 において不足す る傾 向にあ り、多 くの国ではECEC研究
機 関も十分 ではない。研究、デ0タ 収集 とモニタ リングに対す る積極的な投資は、確 かな情報 に基
づいた政策立案、制度 の改革、わか りやすいサ0ビ ス体系 の展開を保障す る上で必要である。
(4)すべてのECECのサー ビスにあ う大まかな指針 とカ リキ ュラム基準 を、ステークホルダー と協
力 して開発す ること
「指導枠組み」は、① どんな年齢集団や どんなサー ビスの問で も同等の質を提供で きるよ うに促
進す ること、②専門職 の職員に対す る指導 と支援、③職員 と親 の間のコ ミュニケー シ ョンの助長、
に役立つ。 この枠組 みは、主なステー クホル ダ0(利害共有者)と協力 して作成 した場合 に、よ り役
立つ もの となる。一般的に、「指導的枠組み」とは、教育学 的にみて大 きな方向性 を提示す るもので
あって、「子 どもに何 を教えるべ きか」詳細 にす ることでも、「発達のあ らゆる側 面において(努力す
べ き)目標」を明確 にす ることでもない。この点で、ふたつ の教育学的アプ ローチが了 どもの ウェル
ビ0イ ング と学習にきわめて重要 であるといえる。す なわち、① 子 どもの主体性 に焦点 をあて、子
ども本来の 自然な学習方略 を尊重す る、② 子 どもの話を聞 くこ と ・プロジェク ト作業 ・子 どもと協
働 の ドキュメンテーシ ョン作成 を集 中的に行 う、であ る。
(5)高い質の教育 目標 を達成する ことに基礎 をおいたECECへの公的資金 の概算 を作る こと
幼児教育に対す る子 ども一人当た りの公 的投資は、初等教育に対す る公的投資 に比べて、非常に
低額な レベル か ら、ほぼ同額 レベル まで幅広 く分布 している。けれ ども、低年齢 の了 どもに対す る
サー ビスの方 が大きい子 どもよ りも職員が多 く必要であ り、サー ビスに従事す る時間 も一般的 に長
い。経費 についての信頼で きる概算 によれば、子 ども一職員 の適正な比率 と質 の高い職員 を確保す
るた めには、多 くの国において、子 ども1人当た り2倍 の年間投資 が必要だ とされ る。よく機能 して
いる制度 では、政府 が、効果的に資源 を分配 できるよ うに明確で一貫性 のある戦略 を展開 してい る。
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また、 よく機能 している制度では、政府 が、長期的な計画 に基づき、サー ビスの質 に対 し主導権 を
握 って投資 を行 っている。資金 は、高い質の教育 目標 を達成す るために割 り振 られ るべきであ り、
単 に施設 を作 る といったこ とに割 り振 られ るべ きではない。
(6)財政 ・社会 ・労働政策によ って子 どもの貧 困と社会か らの排除を食 い止め、減 らす こと
多様な学習権をもつ子どものために、誰もが参加できるプログラムのなかでの資源 を増やす こと
乳幼児 サー ビスは、身体的障碍児、知的障碍児、感覚 的障碍児 、社会経済的な弱者 な ど、多様な
学習権を もつ子 どもに とって と りわけ重要である。けれ ども、彼 らのためにな るべ きプ ログラムは、
しば しば変則的で財源 も不十分であ り、個別扱いでイ ンクル0シ ブではない。 ある研 究が示唆す る
ところに よれ ば、そ うした了 どもたちを、誰 もが参加 できるユニバーサルなプ ログラムに参加 させ
る方が、その子 どもや家族 にとって最 も効果 的であるとい う。また、社会的インクル0ジ ョンに成
功す るには、財源 の上乗せ、職員一人が担当す る了 どもの比率 を低 くす ること、専門家の配置、十
分 に計画 された教授法 が必要だ とい う。教育の対象 を狭 く絞 ってその子だけに特別なプ ログラム を
組む ターゲ ッ ト化では了 どもを隔離 し、特別児 の烙印を押す ことにな り、一般 的にみて特殊 なプ ロ
グラムを受 ける資格 のある子 どもにサー ビスを供給できない こととなる。国際的なデータが示す と
ころによれ ば、子 どもの貧 困はOECD加盟諸国の中でも増加す る傾 向にある。政府が乳幼児 に焦点
を絞 ったプログラム作 りにもっ と積極的に取 り組み、投資す ること、つま り不利 な養 育環境 に置か
れた子 どもを救済す る ことに専念 しつつ も、同時 に、家族 の貧困が再生産 され る悪循 環を断ち切 る
対策 を講 じなければ、包括的な政策立案には失敗 して しま うことを意味 している。
(7)乳幼児のためのサー ビスに、家族や コミュニテ ィが参加で きるよ うに促す こと
家族は、子 どもの人生 の、特に乳幼児期 において、養育や教育の面 で中心的な役割 を担 うもので
ある。家族 が子 どもの発達や学習 の手助けができるよ う、乳幼児 のための施設や職員か ら支援 を受
けるべきである。両親 と職員同士が定期的に情報交換 を行い、社会化 、 日課 、発達 と学習 に対す る
一貫性 のあるアプ ローチを採 ることによ り、環境が変わっても了 どもが継続 して経験 を積む こ とが
できるよ うになる。 プ リスクール にコ ミュニテ ィが参加す ることは重要であ る。それに よってコ ミ
ュニテ ィは、必要な ところに、 よ り広範囲なサー ビスの提供や他 の相談窓 口へ の仲介の場 となるだ
けではな く、両親 と協力 関係 を築 き(就学前教育へ の民主的な)参加 を促す場 となるか らである。
(8)ECECに従事する職員の労働条件 と専門職教育 を改善す ること
ECECに携 わる人材 の採用水 準や彼 らの専門職教育、労働条件 へ関心 を持 つ ことが、質 の高いサ
ー ビスを うむ鍵 となる。多 くの国では、 このよ うな点への関心 を持つ こ とはまた、乳幼児 サ0ビ ス
に関わ る労働力の増加や長期にわたる雇用の安定的確保 のために も不可欠である。OECDの調査か
らは、職員 に関す る政策 の問題 点がい くつか明 らか となった。まず採用の少 な さ、給与水準 の低 さ
が挙げ られ 、特 にCareサー ビスにおいてその問題 は顕著であった。次 に、就 学前教育制度 において
幼児教育を担 当でき る資格 を持つ人材の不足 がある。職場 で圧倒 的に女性 が多いこ と、サー ビスの
対象 となる地域の多様性(経 済条件 ・人 口構成 ・文化 ・言語な ど)に 考慮 した教育チーム作 りの失
敗、な どが問題 として挙 がった。
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(9)乳幼児のためのサー ビスに対 して、 自律性 を認め、資金調達 し、支援 をすること
い ったん、乳幼児 サー ビスの 目標 とプ ログラム基準が国の教育要領 で定め られ た ら、保育者やサ
ー ビス主体 が、 自律性 をもって計画 を立て、カ リキュラムを選択 ・創案すべきであ り、そ うした計
画やカ リキュラムが担 当す る子 どもにふ さわ しい ものか どうかは彼 らが判断す るものである。国の
掲 げる成果 を達成す るための独 立 した予算 と自由があれ ば、よく訓練 され た職員は、責任 を持 って、
彼 らが担 当す る子 どもたちに対 して適切なサー ビス を行 うための教育的な選択 をす ることができる。
行政が、例 えば レッジ ョ ・エ ミリアの 「ドキュメンテ0シ ョン」のよ うな質の発展のための参加型
アプロ0チ を支持するな らば、職員 の理解や志気 を高めるこ とができる。
(10)ECEC制度が、幅広 い学び と人 々の参加 、民主主義の実現のための支え となること
子 どもの権利や多様性 の尊重、特別 に追加 的な学習の必要性 がある子 どもの参加 を促進す るこ と
な ど、社会 のよ り大きな関心が乳幼児サー ビスに反映 され ることが重要であ る。 中央 レベル では、
民主的なアプローチか どうかを見極 める試金石 とな るのは、子 どもの主体性 が広範囲に認 め られて
いるか ど うか、了 どもの教育にたず さわ る親 の基本的な権利が擁護 されてい るか どうかにある。 こ
のアプ ローチの下では、乳幼児 のための施設 とは、一人ひ とりが持 ってい る本質的な価値 が認 め ら
れ る場、民主的な参加 が促が され る場 とな ると同時に、我 々が環境 を共有す ることが尊重 され る場
となる。子 どもがそれぞれ に人 として社会のなかで育 ってい く道程 では、「人間 として生きる ことを
学ぶ」「為す ことを学ぶ」「知 ることを学ぶ」「他者 と共に生 きることを学ぶ」(とい うUNESCOの『ド
ロ0ル レポ0ト 』が提 唱 した 「学習 の四本柱」)を、 とて も重要 な要素 として考慮すべ きであ る。
6.SSIに お けるOECDのECEC政 策 理 念 と戦 略
この よ うに、SSIIを手 がか りにOECDが掲 げるECECの政策理念 と戦略 を概観 して きた。ここで
第10章本文 の記述か ら補足 しなが ら、改めてそのポイ ン トを整理 してみたい。
OECDは、1996年以 降、生涯学習戦略 を刷新 し、ECECを生涯 学習体系のなかに位 置づけ、生涯
学習の出発点 として、乳幼児期 に焦点 をあてた政策の基盤構築 を強固に推進すべ きだ と提案 して き
た。SSIIは、乳幼児期 の発達 と学習の特性 を考慮す る と、乳幼児 に対す るCareとEducationは本来
分離不能であ り、そのサー ビスは一体化 され るべ きだ との考 えに基づ き、ECECとい う 「ひ とつな
が り」の用語 を使 用す る。その意 味では、ECECの訳語 としては、 「養護」/「保護」 と 「教育」 を
包括 させ る意 図の もとで造語 され た 「保 育」 とい う日本語表現が最 もふ さわ しい と考 えられ るが、
ECECとい う用語成 立の背景や含意す る政策理念 ・戦略に留意す ると、概念 と実態 とが乖離 してい
る 日本の 「保育」に単純 に置き換 えることは、現時点では難 しい と思 われ る。
この よ うにSSIIは、先進諸国の現行制度が、乳幼児 の年齢 区分や親の社会 ・経済的地位 によって、
CareとEducationの比重 の置き方 を変 え、管轄省庁やサー ビスの供給 を 「福祉 ・健康」分野 と 「教
育」分野に分割 させ る傾 向が強い ことに対 して疑問 を投 げか けている。そ してSSIIでは、すべての
子 どもがCareとEducationを一体化 させた包括的 なサー ビスを、一貫 した方針 のも とで0歳 か ら就
学 前 まで継 続 して受 け られ るよ うな政策 の整備 を提案 してい る。 この政 策上 にお け るCareと
Educationの一体化 と一貫性 の実現が、SSIIのECEC政策構想 の大きな特徴 といえる。
したがってSSIIでは、ECECへの 「アクセスを望むすべての子 ども」が、障碍の有無 、居住地域、
親 の所得 、民族 ・言語 ・宗教な どの社会 ・文化的背景 とは関係 な く、平等に同 じプログラムに参加
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し、 自由に交流す ることによ り相互理解 を深 めることを推奨 している。そ して、個別の配慮や特別
な支援 、追加的な学習 のニーズを持つ子 どもに対 して、彼 らだけに的を絞った補償教育を行 うこ と
は確かに一定 の効果 はあるものの、一方で リスクのあ る了 どもとして特別児 の レッテル を張 り社会
か ら疎外 して しま うことにもな りかねず、恵 まれた子 どもとそ うでない子 どもに対す る教育 を早い
段階か ら分 断 して しま うこ とで、新 たな格差 を産む こととが危惧 され る。それ は、万人に開かれた
教育の普遍化 を 目指す生涯教育の理念 にも反す ることに もなって しま うとSSIIは示唆す る(38)。
こ うした考 えは、子 どもの権利条約 の精神 と民主主義の原則 にも則 っ とるものである。す なわち、
子 どもの権利条約 の第2条 「政府 はすべての子 どもにいかなる差別 もな く司法権 の範囲内でサー ビ
スを提供す るこ と」、第29条「政府 は子 どもの教育において次の ことを指向すべ きであ る。子 どもの
人格 と能力 の可能な最大 限までの発達、平和 と寛容 と他者 との連帯、自然環境 に対す る知識 と尊厳 、
自由な社会 において責任 ある生活 を送 るための準備 、である。」(39)は、SSIIのECEC政策構想 に貫
徹す るひ とつ の指針 であ り、ECECがすべての了 どもの参加 と幅広 い学習、そ して民主主義 を支 え
る制度であってほ しい とい う期待 がこめ られ てい る(40)。
さてSSIIでは先 に も言及 した通 り、 「ECEC制度のガバナ ンス」 「財政面でのアプロ0チ が質 に及
ぼす影響 」 「教 育学的 にみて対照的なアプローチ」に対 して、踏み込んだ意見が示 され てい る。
ECEC政策 は、社会 的課題 と教育的課題 の双方 を覆 う複雑 に入 り組 んだ分野である以上、その政
策 の実現は、単独 では難 しい。近年 、先進諸国がECECに関心 を示す よ うになった背景 には、ECEC
サー ビスの充実が、出生率の増加 、女性 の労働力参加 による経 済の持続的発展 、ジェンダ0の 公正、
子 どもの貧 困の削減や予防、マイノ リテ ィの教育改善 と社会的イ ンクルージ ョンの促進 な どの、社
会 問題 の解決 に大き く寄与す ることが認識 され るよ うになったか らである。 したがって、ECECの
政策整備 は、既存の財政 ・労働 ・教育 ・福祉政策のなかに効率 よく位置づけて体系的に行 う必要が
ある(41)。ただ し、ここでSSIIが強調 してい るのは、「子 どもの視点」で ある。関係機 関 との間でECEC
の政策調整 を行 う際には、利害 を共有す るステー クホル ダー が ともすれ ば見失いがちな、「子 どもの
ウェル ビーイ ング、早期の発達 、学習」の追求 とい うECEC本来の 目標 を、政策 の中核に置 くこ と
が極 めて重要 で、ECECは 「子 どものための」政策で あるべきだ と主張す る(42)。
特 にSSIIでは、3歳未満の子 どものためのサー ビスは、労働 市場政策に付 随 した もの と見な され 、
乳児の発達 の過程を軽視 したまま、親 に便 宜をはか るサー ビスが優先 されがちである現状 を憂慮す
る。またSSIIは、不利 な養育環境 に置かれ た子 どものプ ログラムにおいて、子 どもを取 り巻 く構 造
的な貧困や制度的な差別 か らくる問題 を根本 的に解決す るための支援、つま り了 ども世代 とい う「川
下の次元」で問題が拡大 し複雑 になる前 に、「川上の次元」すなわち大人世代 の問でそれを最小限に
食い止め、世代間で格差 が再生産 され る悪循環 を断ち切 る対策が、まだまだ不十分であ ると厳 しく
追及す る(43)。「もっと子 どもに焦点 をあてて」 と、子 どもの視 点を最大 限に考慮す ることが、諸政
策 とECECとの政策調整 の場 において、最優先 され るべきだ とい うのがSSIIの言 い分であ る。
その意 味でも、ECECのガバナ ンス構造 の構築 と相 当量の公 的投資 は必須 だ とSSIIは説 く。近年
は、社会 問題 の解決 にあた り、政府 に よる 「統治」や 「支配」を意 味す る 「ガバ メン ト」ではな く、
政府 と地方 自治体や企業、NPO、NGOなど、利害 を共有す るあ らゆ る関係者 が相互 に連携 して 「協
治」 「共治」す る 「ガバナ ンス」 とい う方策に大きな期待が寄せ られ てきてお り(44)、SSIIでもガバ
ナ ンスのあ り方 について多 くの稿 を割いている。
SSIIでは、ECEC制度 を効果的 に展開 してい くためには、中央 のECEC政策集 団が、法規制 と確
かな財 政基盤 を得て、主導権 をもつべ きだ とす る。しか し、ECECサー ビスの よ うに地域性 が強 く、
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多様なニーズに応 え るための柔軟性 が求め られ る分野では、実際の運営管理や資金供与の権 限を、
ある程度 は地方 に委 ねる地方分権化 が推奨 され る とす る。 ただ し、地域間でサー ビスの格差 がない
よ うに、アクセスの機i会と質の水準 を国内で同程度に維持す るためには、ECEC制度の 目的や資金
供与のプ ロセ ス、プ ログラムの基準等 にっいて、 中央政府 と地方政府 の問で しっか りと合意形成が
な されなけれ ばな らない とす る。財源の確保や効果的な割 り振 りについて、国のか じ取 りの責任 を
明確 に し、かっ地方の主体性や 自律性 を認 めよ うとす る点 がSSIIの提言の特徴 である(45)。
今 日、ECECの財源不足は各 国が共通に抱 える問題 だが、SSIIでは、各国の費用便益を精査 した
結果、 コス ト削減のために 自由主義経済下で進む規制緩和や市場化 に対 して異議 を さしは さむ。例
えばサー ビスの市場化 は、公 的支 出を抑制 し、供給不足 に悩む現場 に対 して、サ0ビ スの量的補充
や迅速化 、多様なニーズの掘 り起 こし、親 の選択肢の拡大 に寄与す る とい う利点 もある。 が、一方
で政府 の監視 が弱 くな り、最 も必要 とされ るところにサ0ビ スが行 き届かず、アクセスに不平等が
生 じ、 さらにサー ビス内容の断片化や質の悪化 な どの問題 が発生 しやすい。 また、サー ビスの供給
者 に対 して直接助成す る資金供 与の様式 を、サー ビスの需要者 である親への補助金給付 に切 り替 え
た場合、現場で質の高い職員を安定的 に確保す ることが難 しくな り、イ ンフラの整備 も不十分 に と
なる とSSIIは指摘す る。競争原理 が働 くことで不適切 なサー ビスが淘汰 され るとい う市場 の法則が
ECEC分野に もあてはま るのか どうか、「消費者 の選択」が 「教育の商 品化」を生み出 して しま うと、
ECEC本来 の 目的である 「子 どもの ウェル ビーイ ングや発達、学習」 の支援 がないが しろに され る
のではないか、そ もそ もECECへの投資効果 は誰が どのよ うな基準で どう評価す ることができるの
か と、SSIIは大 きな問いを投げかけてい るのである(46)。
この よ うに突 きつめてい くと、ECECの質の定義 とい う難 しい問いが浮上 して くる(47)。教育実践
に対す る評価 は一般 に、構造評価 と形成評価 によってな され ることが多いが、SSIIでは、ECECの
質 の評価 において、特 に子 どもの主体的な学習 の 「過程」 に重点をお こ うとす る。つま り乳幼児期
は、遊びや他者 とのや りとり、大人 の振 る舞 いの模倣 を通 して学ぶ時期であ り、それ こそが子 ども
本来の 自然 な学習である と解釈 され る。保 育者 の役割 は、子 どもの興味や関心を尊重 し、子 ども本
来 の 自然 な学習ができるよ うに了 どもを理解 し必要な支援す ることであ り、ECECの重要 な 目標 と
は、 この よ うな学習経験 を通 して 「子 どもが幸せで満 ち足 りた気持 ちにな ること」 にあ ると明言す
る(48)。したがって、ECECは、 「子 ども自身が 自分は有能 で学ぶ力のある人 間だ とい う感覚 を高 め
てい く」「過程」にこそ意味があ り、ECECの成果 は、子 どもは何 ができるよ うになったか、目に見
える発 達やテ ス トの成績 といった数値 によって外側の基準 でのみ測 られ るべきではな く、 ドキュメ
ンテーシ ョンや双方 向の対話な ど、子 ども ・親 ・職員 の協働作業による学習 「過程」の振 り返 りか
ら多角的に検証 されるべ きではないか、 とい うのがSSIIの主張である(49)。
そ うする と当然の ことなが ら、ECECの質 の鍵 を握 るのは、職員 の資質や専門性、労働条件 とな
って くるだろ う。SSIIでは、ECEC職員に求め られている資格要件 の低 さ、安 い賃金、アンバ ラン
スな配置、長時間勤務 、研修機会 の不足 といった劣悪な労働条件 が、職員の入れ替わ りを激 しくさ
せ、サー ビスを不適切 なもの としてい る国が多い ことを問題視 してお り、子 どものケア ・発達 ・学
習 を一括 して担 い、 さらに家庭 や地域 の支援 を行 うこ との でき る新 しいECEC職 業像 の確 立 と
ECEC職員の入 門教育 ・専門職研修 ・社会的地位 ・待遇の改善を強 く訴 えてい る(50)。
以上か ら、oEcDはssIIを通 して、公 共財=publicgoodとしてのEcEc政策 の可能性 を模索 して
いることがわかるだろ う。現在 日本では、「保育」は家族の私 的な領域 に属す る問題 なのか、あるい
は 「保 育」の公共性 を認 めて政策 の優先的課題 に置き、家族や 「保育」施設 との間で責任 を共有か
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つ補完すべ きものか、また就 学前 の教育 を無償化すべきか、財源不足や供給のアンバ ランスを補 う
ため民営化 を積極 的に推進すべきか、 さらには国際間の競争 に打ち勝つために早期の段 階か ら 「学
力」向上の取 り組 みを進 めるべきかな ど、様 々な議論 がな されてきてい る。 したがって、公共財 と
してECECの制度設計についてのSSIIの政策提言か ら、どの よ うな教訓や示唆が得 られ るか、各国
の動向 も参考 に しなが ら今後あ らゆる関係者 との協議 を もとに慎重 に検討 してい く必要がある。
ただ し、ここで留意 しなけれ ばな らない のは、SSIIが目指すECEC政策 の方向性 である。SSIIで
は、調査対象 国において幼児期 に対す る教育学的アブmチ が二分化 されているこ と、す なわち英
語 ・仏語 圏に多い、読み書 き ・数 の練習な ど 「学校教育の準備 を重視」す るアプローチ と、社会教
育学の伝統 を持つ北欧や レッジ ョ ・エ ミリアな どで支持 され る 「かけがえのない子 ども期 の子 ども
らしい学び と生活を尊重」す るアプ ローチがあ ると対照化 してい る(51)。しか し、SSIIが今 日的意義
を認 めるのは明 らかに後者である。それは、後者のアブmチ を採 る地域では、乳幼児期 は社会で
生 きてい くための人生 の準備 をす る大切な時期 であ り、生涯学習の基礎段階 として、各人 が学習へ
の興味 ・関心 を育み、課題 に挑戦 し試行錯誤す ること、理解の喜び、 目標 の達成感や 自己肯定感 、
他者 との協調や融和 こそを第一に経験すべきだ との認識 が共有 され てい ること、また公共財 として
のECECの政策整備 が比較 的進 んでいる ことのほかに、発達途上であるがゆえに多 くの可能性 に向か
って開かれ てい る子 ども期 を子 ども自身が十分 に生 きることができるよ うに支援す るこのアプロー
チこそが、21世紀の困難 な国際情勢 を乗 り超 える突破 口になると考 えるか らである。
SSIIでは、政策提言 の最後を、「グ ローバ リゼー シ ョン下において、時間 ・空間の圧縮 、人 口の移
動 と多様化 、驚 くべきス ピ0ド で進展す る科学技術の一方 で、戦争 、経済競争 、政治の不安定な ど
の急激 な転換期 にあ る現代、旧来の体系を維持 した教育制度 の中で技術 的な訓練に終始す るよ りも、
多様化する世界に向けて、子ども時代にこそ創造性や異質の他者に開いていく寛容性を育むべきで
はないか」(52)、と締 め くくる。(下線 引用者)
この よ うにSSIIがECEC政策を通 じて希求 しよ うとす るのは、摩擦や緊張を乗 り越 え異文化の価
値や多様性 を尊重す る共生社 会の建設であ り、そ こには生涯 学習 の理念 としてUNESCOの「ドロー
ル レポー ト」 が重視す る 「共に生 きることを学ぶ」の精神 が息づいてい る。SSIIは、OECD加盟諸
国のECECの実態報告書 として各 国のECECの動向 を傭目敢す ることのできる貴重 な情報源 であると
同時 に、その現状に対す る大胆な分析 と批判精神か らは、生涯教育の理念、了 どもの権利 の精神 、
そ して民主主義の原則 にのっと り、我々が子 どもたち と共 に どの よ うな未来を創造すべきなのか、
ECECに関わ るあ らゆる人 ・々に真摯な課題意識 と価値判断を迫 るもの といえるだろ う。
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